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■金融再生法開示債権

●部分直接償却とは
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（単位：億円）�金融再生法開示債権（単体ベース） （単位：億円）�［部分直接償却実施後］
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不良債権の保全内訳（金融再生法開示債権、単体ベース）

金融再生法開示債権の定義

■不良債権に対する備え

（単位：億円）�（平成18年3月末）�

保全等カバー�債 権 額 � 保　全　率�
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合 　 　 　 　 　 計 �

危 　 険 　 債 　 権 �

担保・保証等�引 当 金 �

貸出金、外国為替、未収利息、支払承諾見返、貸付有価証券、仮払金等の合計額。�
�

「債 権 額」

破産、会社更生、再生手続等の事由により経営破綻に陥っている債務者に対する債権及びこれらに準ずる債権。�
�

「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」

債務者が経営破綻の状態には至っていないが、財政状態及び経営成績が悪化し、契約に従った債権の元本の回収及び利息の受取りが�
できない可能性の高い債権。�
�

「危険債権」

3ヵ月以上延滞債権及び貸出条件緩和債権。�
�

「要管理債権」

平成17年度の業績

不良債権の状況

1,357

　平成18年3月末の「金融再生法開示債権」は、前年比213億円減少し1,479億円となり、不良債権比率も前年比

0.46％低下し2.85％となりました。また、部分直接償却を実施した場合、開示債権残高は1,357億円、不良債権比

率は2.62％となります。�

　平成18年3月末の金融再生法開示債権1,479億円のうち、1,209億円は貸倒引当金および担保・保証等でカバー

しており、保全率は81.7％と引き続き十分な引当・保全状況を維持しています。�

　自己査定により回収不能または無価値と判定した担保･保証付債権等について、債権額から担保の処分可能見込額および保証による回収が可能と認め
られる額を控除した残額を取立不能見込額として債権額から直接減額することです。このため、部分直接償却を実施すれば、不良債権残高は減少します。�

（単位：億円）�

自己資本比率　＝�

自己資本残高（連結）

Tier Ⅰ�

Tier Ⅰ比率�自己資本比率�

（注1） 自己資本は、資本金・資本剰余金・利益剰余金などの基本的項目（ＴierⅠ）と、劣後ローン・土地の含み益・一般貸倒引当金などの補完的�
　 　 項目（ＴierⅡ）とに区分されます。�
（注2）リスクアセットとは、資産の各項目にそれぞれのリスク・ウエイト（信用リスクの度合い）を乗じて得た額の合計額のことです。�
�
�

Tier Ⅱ�

■自己資本比率とは

■当行の自己資本比率（連結ベース、国内基準）

（単位：億円）�リスクアセット残高（連結）（単位：％）�自己資本比率・Tier Ⅰ 比率（連結）
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リスクアセット（貸出金などの資産）�（注2）�

資本金などの自己資本�（注1）�

　自己資本比率とは、リスクアセット（貸出金などの資産）に対する自己資本（資本金および過去の利益の蓄積等）

の割合を示したもので、経営の安全性を示す重要な指標といわれています。�

　海外拠点を持つ銀行は国際統一基準（ＢＩＳ基準）により8％以上を保つことが、また、海外拠点を持たない銀行

は国内基準により4％以上を保つことが義務付けられています。ふくぎんは国内基準を適用しています。�

自己資本比率の状況

　平成18年3月末の自己資本は、利益の積み上げ等

により、前年比466億円増加し4,383億円となりまし

た。このうち、基本的項目であるＴｉｅｒⅠは、前年比417

億円増加しています。�

　自己資本比率（連結ベース）は、貸出金等のリスクア

セットの増加（前年比＋3,148億円）や自己株式取得（約

100億円）等の低下要因があったものの、利益による

内部留保や劣後ＣＢの普通株式への転換等により、前

年比0.38％上昇し9.65％となりました。また、ＴｉｅｒⅠ

比率も前年比0.48％上昇し6.77％となりました。�

�
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